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朝日新聞デジタル　2015年8月25日00時41分
安倍談話、「評価」４０％　朝日新聞世論調査


　
　朝日新聞社が２２、２３日に実施した全国世論調査（電話）によると、安倍晋三首相が発表した戦後７０年談話を「評価する」は４０％で、「評価しない」の３１％を上回った。「その他・答えない」も２９％に上り、判断がつかない人も多かったようだ。内閣支持率は３８％（７月１８、１９日の緊急調査は３７％）で横ばい、不支持率は４１％（同４６％）でやや下がった。
　戦後７０年談話は、内閣支持層の７０％、自民支持層の６７％が「評価する」と答えたが、無党派層では２７％、民主支持層は２３％にとどまった。
　談話で、日本が先の大戦での行いに「痛切な反省と心からのおわび」を繰り返し表明してきたことに触れて、「歴代内閣の立場は、今後も揺るぎない」と表明したことについては、「適切だった」が５４％に上り、「適切ではなかった」の２０％を大きく上回った。
　また、戦争に関わりのない世代の子どもたちに「謝罪を続ける宿命を背負わせてはならない」という談話の主張には、「共感する」が６３％に及び、「共感しない」の２１％を引き離した。談話を「評価しない」と答えた人でも、この主張に「共感する」は４６％で、「共感しない」の３９％より多かった。
　一方、談話が中国や韓国との関係に「よい影響を与える」は１１％、「悪い影響を与える」は１７％にとどまり、「どちらもない」が５９％を占めた。戦後７０年談話を「評価する」と答えた人でも、「どちらもない」が６２％に及んだ。
朝日新聞デジタル　2015年8月25日00時41分
世論調査―質問と回答〈８月２２、２３日実施〉
（数字は％。小数点以下は四捨五入。質問文と回答は一部省略。◆は全員への質問。◇は枝分かれ質問で該当する回答者の中での比率。〈　〉内の数字は全体に対する比率。丸カッコ内の数字は、７月１８、１９日の調査結果）
◆安倍内閣を支持しますか。支持しませんか。
　支持する３８（３７）
　支持しない４１（４６）
◇それはどうしてですか。（選択肢から一つ選ぶ＝択一。左は「支持する」３８％、右は「支持しない」４１％の理由）
　首相が安倍さん１９〈７〉　１０〈４〉
　自民党中心の内閣１７〈７〉　２０〈８〉
　政策の面４１〈１６〉　６０〈２５〉
　なんとなく１９〈７〉　８〈３〉
◇（「支持する」と答えた３８％の人に）これからも安倍内閣への支持を続けると思いますか。安倍内閣への支持を続けるとは限らないと思いますか。
　これからも安倍内閣への支持を続ける５０〈１９〉
　安倍内閣への支持を続けるとは限らない４４〈１７〉
◇（「支持しない」と答えた４１％の人に）これからも安倍内閣を支持しないと思いますか。安倍内閣を支持するかもしれないと思いますか。
　これからも安倍内閣を支持しない６２〈２５〉
　安倍内閣を支持するかもしれない３０〈１２〉
◆今、どの政党を支持していますか。政党名でお答えください。
　自民３５（３１）▽民主１０（９）▽維新２（３）▽公明３（４）▽共産３（４）▽次世代０（０）▽社民１（１）▽生活０（０）▽元気０（０）▽改革０（０）▽その他の政党０（０）▽支持政党なし４０（４１）▽答えない・分からない６（７）
◆９月に自民党の総裁選挙があります。今の総裁の安倍首相が無投票で再選されたほうがよいと思いますか。対立候補が出てきて、選挙戦があったほうがよいと思いますか。
　無投票で再選されたほうがよい１９
　選挙戦があったほうがよい６７
◆安倍首相に今後、どのくらいの間、首相を続けてほしいと思いますか。できるだけ長く続けてほしいですか。しばらくの間は続けてほしいですか。続けてほしくないですか。
　できるだけ長く続けてほしい１５
　しばらくの間は続けてほしい４６
　続けてほしくない２９
◆今の国会に提出された安全保障関連法案についてうかがいます。集団的自衛権を使えるようにしたり、自衛隊の海外活動を広げたりする安全保障関連法案に、賛成ですか。反対ですか。
　賛成　３０（２９）反対　５１（５７）
◆安倍政権は安全保障関連法案を、今開かれている国会で成立させる方針です。この法案を、今の国会で成立させる必要があると思いますか。今の国会で成立させる必要はないと思いますか。
　今の国会で成立させる必要がある２０（２０）
　今の国会で成立させる必要はない６５（６９）
◆安倍首相が発表した戦後７０年の首相談話についてうかがいます。安倍首相の戦後７０年談話を評価しますか。評価しませんか。
　評価する　４０評価しない　３１
◆戦後７０年談話は、過去の戦争について日本が「痛切な反省と心からのおわび」を表明してきたことに触れて、「歴代内閣の立場は、今後も揺るぎない」と表明しています。このことは適切だったと思いますか。適切ではなかったと思いますか。
　適切だった５４
　適切ではなかった２０
◆戦後７０年談話は、「戦争には何ら関わりのない世代の子どもたちに、謝罪を続ける宿命を背負わせてはならない」と主張しています。この主張に共感しますか。共感しませんか。
　共感する　６３共感しない　２１
◆戦後７０年談話は、中国や韓国との関係によい影響を与えると思いますか。悪い影響を与えると思いますか。どちらもないと思いますか。
　よい影響を与える１１
　悪い影響を与える１７
　どちらもない５９
◆原子力発電所の運転再開についてうかがいます。鹿児島県にある九州電力川内原発が運転を再開しました。川内原発の運転再開はよかったと思いますか。よくなかったと思いますか。
　よかった　３０よくなかった　４９
◆川内原発のほかにも原発の運転を再開することに賛成ですか。反対ですか。
　賛成　２８反対　５５
◆原子力発電を今後、どうしたらよいと思いますか。（択一）
　ただちにゼロにする１６
　近い将来ゼロにする５８
　ゼロにはしない２２
　　　　　◇
　〈調査方法〉　２２、２３の両日、コンピューターで無作為に作成した番号に調査員が電話をかける「朝日ＲＤＤ」方式で、全国の有権者を対象に調査した（福島県の一部を除く）。世帯用と判明した番号は３８０１件、有効回答は２０００人。回答率５３％。
朝日新聞デジタル　仙波理　2015年8月25日00時46分
宗教者、安保法案に「抗議祈念」　教義の枠超え

さまざまな宗教の信者らが集まり、安保関連法案に反対の声を上げた＝２４日午後５時４８分、東京・永田町、仙波理撮影



　東京・永田町の議員会館前で２４日午後、宗教者、門徒、信者らが集まって安保関連法案に抗議する「国会前抗議祈念行動」があった。
　人の命を慈しむ宗教家の立場からも法案への反対の声を結集しようと、仏教や神道、キリスト教など宗教や教義の枠を超えた２１団体から、５００人以上が集まった。「武力で平和はつくれません」「戦争に大義はありません」「殺し、殺される戦争反対」などシュプレヒコールを上げた後、国会議事堂に向かって宗教、宗派それぞれに平和への祈りを捧げた。（仙波理）
朝日新聞デジタル　沖縄タイムス　2015年8月24日03時00分
沖縄）安保法案成立に反対　ＳＥＡＬＤｓ琉球が集会
　安全保障関連法案に反対する若者グループ「ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）」の沖縄県内組織「ＳＥＡＬＤｓ　ＲＹＵＫＹＵ（シールズ琉球）」は２３日午後、北谷町のカーニバルパーク・ミハマで安保法案の成立反対を訴える集会を開いた。激しい雨に打たれながら県内の学生や主婦らが次々と登壇し、「おかしいのはおかしいと声を上げなければいけない」、「自分たちで平和を作ろう」と声を上げた。
　集会は全国４０カ所以上で同日、一斉に開かれる安保法案に反対する抗議行動に連帯して開かれた。
　登壇者が音楽に合わせてラップ調で「どこが平和だ戦争法案」、「自民党何か感じ悪いよね」などとコールを呼び掛けると、参加者は身体を動かしながらコールに応えた。

雨の中、集会に参加して平和を訴えた参加者たち＝２３日、北谷町美浜・カーニバルパーク・ミハマ



朝日新聞デジタル　山本潤子　山本潤子　2015年8月24日03時00分
福井）「ストップ安保法制」福井市内で県民集会

安保関連法案反対を訴えデモ行進する参加者＝福井市大手３丁目

　参院で審議中の安全保障関連法案への反対を訴え「ストップ！安保法制　県民集会」が２３日、福井市花月１丁目の西公園であった。残暑が厳しい中、約７００人（主催者発表）が集まった。
　集会では、県内の弁護士や大学教員、元教員らがそれぞれの立場から安保関連法案の問題点を指摘。最後に反対を訴える決議を採択した。
　集会後、参加者らは「憲法９条守ろう」「教え子を戦場に送らない」などと書いたプラカードを掲げ、福井駅前までデモ行進した。１歳半の長男と参加した保育士、浅川有希子さん（３１）は「子どもを戦争に行かせるような国にしたくない。何かできればと思い初めて参加しました」と話した。（山本潤子）
朝日新聞デジタル　成田康広、山田健悟　2015年8月24日03時00分
広島）「安保法案に反対」　三次と東広島で集会
　参議院で審議中の安全保障関連法案に反対する市民らが２３日、三次市や東広島市で集会を開いた。ＪＲ三次駅そばの公民館で開かれた「ストップ・ザ『戦争法案』」には約２００人が参加。県北九条の会などのほか、市議会で可決された安保関連法案の廃案を求める意見書に賛成した市議１２人も呼びかけ人となった。
　壇上に立った平岡誠市議（６７）は「我々は無力ではない。運動の輪を広げよう」とあいさつ。来賓として招待された三次市選出の下森宏昭県議（５１）＝自民議連＝は祖父の戦争体験の話に続き、「国にもの言える議員として努力する」と述べた。参加者は「憲法を守ろう」などとデモ行進した。
　東広島市の西条中央公園で開かれた市民集会には約２３０人が集まった。「戦争をさせない東広島市民の会」代表で呼びかけ人の赤木達男さん（６３）は「被爆地に隣接した東広島から声を上げていかなければならない」と訴えかけた。東広島市の黒賀良則さん（９１）は２１歳のときに東京大空襲を経験し、広島で被爆。「二度とヒロシマとナガサキのようなことを起こさせてはいけない」と語った。

三次市内でデモ行進する参加者。子供を抱いた母親の姿も＝ＪＲ三次駅前そばの国道１８３号

朝日新聞デジタル　2015年8月24日03時00分
岐阜）県内でも安保法案反対デモ

プラカードを掲げて、「戦争反対」と訴えるデモの参加者ら＝岐阜市

　安全保障関連法案に反対するデモが２３日、県内でも岐阜市や高山市であった。
　岐阜市金町５丁目の金公園では、県労連や県教職員組合などでつくる「憲法９条を守る県共同センター」の主催で、約１１００人が集まったという。
　同センター代表で憲法学が専門の近藤真・岐阜大教授（６２）は「戦争法案阻止のため、最後まで奮闘しましょう。平和憲法を守りましょう」とあいさつ。デモでは、ラップ調でテンポ良く声を出したり、ギターでフォークソングを奏でたりして法案反対を訴えた。「戦争反対」と声を合わせ、「９条壊すな！」と書かれたプラカードを掲げて市内を練り歩いた。
京都新聞　【 2015年08月23日 23時28分 】
安保法案反対、全国で「若者一斉行動」　京都では内田樹氏も参加
　安全保障関連法案に反対する大学生らのグループ「ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）」が呼び掛けた「全国若者一斉行動」が２３日、各地で行われた。シールズは北海道や愛知県、大阪府、福岡県など６０カ所以上でデモや集会があったとしており、若い世代の反対運動の広がりが浮き彫りになった。参加者らは「法案は戦争への道を開く」「私たちの行動は政権にも影響を与えるはずだ」と訴えた。
　京都市東山区の円山公園では、「ＳＥＡＬＤｓ関西」が集会を開いた。四条通などで行ったデモには、約１８００人（主催者発表）が参加した。
　思想家の神戸女学院大名誉教授、内田樹さんも集会に参加した。法案の衆院通過を「憲法が定めた平和主義と立憲デモクラシーが根本からくつがえされ、瓦解（がかい）している」と批判、シールズの活動を「日本国憲法の精神と理念が根を張って花が咲いた。決定的な転換点で、必ず生まれ変わる」と評価し、メンバーと一緒に法案反対の声を上げた。


安保関連法案に反対の声を上げるデモ参加者（京都市・四条大橋） 

元気など３党、近く修正案提出＝安倍首相「真摯に対応」－安保法制
　「日本を元気にする会」、次世代の党、新党改革の３党は２４日、国会内で国対委員長会談を行い、安全保障関連法案の修正案を近く参院に共同提出することを確認した。自衛隊の海外派遣に例外なく国会の事前承認を義務付けることが柱。
　この後、次世代の中野正志国対委員長は参院予算委員会で質問に立ち、安倍晋三首相に修正協議に応じるよう求めた。首相は「修正案が提出されれば、真摯（しんし）に対応したい」と表明した。
　３党の国対委員長は会談後、法案を審議する参院特別委員会の鴻池祥肇委員長（自民）に会い、修正案の取り扱いに協力を要請。鴻池氏は「議論を通じてより良い方向に収めていきたいので、お出しいただくことは大歓迎だ」と述べた。
　修正案は元気、改革両党がまとめ、次世代も同調した。国会の関与を強めることに主眼を置いており、自衛隊の海外派遣を９０日以上実施する場合は国会の再承認を必要とし、活動終了後に検証を行う組織を国会に設置することも盛り込んだ。　（時事2015/08/24-17:59）2015/08/24-17:59

野党３党 安保法案の修正案を近く提出へ
NHK　8月24日 14時58分
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次世代の党など野党３党は、安全保障関連法案を審議している参議院の特別委員会の鴻池委員長と会談し、自衛隊の派遣にあたって例外なく国会の事前承認を必要とすることなどを柱にした修正案を、近く委員会に提出する方針を伝えました。
今の国会の最大の焦点となっている安全保障関連法案を巡って、次世代の党、日本を元気にする会、新党改革の野党３党は、自衛隊の派遣にあたって、国会の関与を強めるべきだとして、例外なく国会の事前承認を必要とすることなどを柱にした修正案を取りまとめました。
　これを受けて、３党は２４日、法案を審議している参議院の特別委員会の鴻池委員長と国会内で会談し、近く修正案を共同で委員会に提出する方針を伝え、審議を行うよう求めました。
　これに対し、鴻池委員長は「修正案の提出は大歓迎であり、しっかりとした議論を通じて、法案をよりよい方向に収めていきたい」と応じました。
　これに先立って、鴻池委員長は自民・公明両党の参議院の幹部と会談し、幅広い賛同を得て法案の成立を図る必要があるとして、修正案を提出する野党３党と協議を始めるよう求めました。 

安保法案 対案巡る協議 先行き見通せず
NHK　8月25日 4時03分
安全保障関連法案を巡り、自民・公明両党は、対案を参議院に提出した維新の党との協議を再開させたいとしていますが、与党内からは法案の根幹に関わる部分で考え方に大きな隔たりがあるという指摘が出るなど、協議の先行きは見通せない情勢です。
安全保障関連法案を巡っては、維新の党が先週、対案を参議院に提出したのに続き、次世代の党、日本を元気にする会、新党改革の野党３党も、法案を審議している参議院の特別委員会に修正案を提出する方針です。
　これに関連して、安倍総理大臣は２４日、自民党の役員会で「対案が提出されたことなどは歓迎したい。多くの政党から合意を得られるように努力していきたい」と述べ、幅広い合意を得て法案を成立させたいという考えを示しました。
　与党は、安全保障法制を担当する自民党の高村副総裁と公明党の北側副代表らが速やかに維新の党との協議を再開させたいとしているほか、次世代の党など３党とも修正案が提出されしだい協議に入りたい考えです。
ただ、与党内には、維新の党の対案は武力行使の要件が政府案よりも限定され、次世代の党などは自衛隊の派遣にあたって例外なく国会の事前承認が必要だなどと主張しており、法案の根幹に関わる部分で考え方に大きな隔たりがあるという指摘が出ています。
　さらに、法案を修正した場合、衆議院で再び可決する必要があることから、会期末までの残り１か月余りでは日程的にも難しいという見方もあり、協議の先行きは見通せない情勢です。 

政府与党 安保関連法案の今国会成立に全力
NHK　8月24日 14時14分
政府与党協議会が開かれ、安全保障関連法案を会期末まで１か月余りとなった今の国会で成立させるため、政府・与党が連携して全力を尽くす方針を確認しました。
会合には、政府側から菅官房長官が、与党側から自民・公明両党の幹事長らが出席しました。
この中で、菅官房長官は、今の国会で最大の焦点の安全保障関連法案について、「法案の審議が参議院で進んでいるが、政府として丁寧に説明し、与党の協力の下で成立を期したい」と述べました。
　これに対して、谷垣幹事長は「会期末まで残り１か月余りだが、成立に向けて全力を注ぎたい」と述べ、政府・与党が連携して今の国会での成立に向けて全力を尽くす方針を確認しました。
　また、公明党の井上幹事長は、維新の党が対案を参議院に提出したことなどを踏まえ、「安全保障環境が厳しいという認識が、同じ野党には、真摯（しんし）に対応していきたい」と述べ、協議に丁寧に応じる方針で一致しました。
　一方、谷垣氏は記者会見で、安倍総理大臣が、来月、中国政府が開く「抗日戦争勝利７０年」の記念行事に合わせた中国訪問を見送ったことについて、「それぞれ国内情勢を抱えており、日本でも国会の会期があと１か月となり、相当、胸突き八丁なので、やむをえない選択だ」と述べました。 

保守系３グループが初の勉強会＝細野、長島氏ら－民主
　民主党の細野豪志政調会長、長島昭久元防衛副大臣、馬淵澄夫元国土交通相は２４日、それぞれのグループの議員を集めた第１回目の合同勉強会を衆院議員会館で開き、安全保障をはじめとする政策課題で歩調を合わせていくことを確認した。
　３グループはいずれも保守系。岡田克也代表らの党運営からは距離を置く議員が多く、野党再編にも積極的だ。細野氏は「この国のあるべき方向をしっかり見定める仲間でありたい」とあいさつ。馬淵氏は「理念を一つに党を変えていこう」と呼び掛けた。　
　２４日の勉強会は国際政治学の専門家を招いて開催され、約２０人が参加した。（時事2015/08/24-20:49）2015/08/24-20:49

維新 柿沢幹事長巡り党内の対立懸念も
NHK　8月25日 4時28分
維新の党では、柿沢幹事長が来月行われる山形市長選挙で党が支援を決めていない立候補予定者の応援演説を行ったことを巡り、党の顧問を務める大阪府の松井知事らが柿沢氏の辞任を求めているのに対し、松野代表らは応じない考えで、党内の対立が深まることへの懸念も出ています。
維新の党の柿沢幹事長は今月、山形市に入り、来月１３日に投票が行われる山形市長選挙で党が支援を決めていない立候補予定者の応援演説を行いました。
　これについて、党の顧問を務める大阪府の松井知事が「自分がしたことに対してけじめもつけないというのは、幹事長としていかがなものか」などと繰り返し批判して、柿沢氏の辞任を求めているほか、松井氏に近い議員らからも「柿沢氏の行為は幹事長としてふさわしくない」などと同調する声が出ています。
　これに対し、松野代表は「どの候補についても支援などの対応を決めているわけではないので、党のルールには違反していない」として、柿沢氏の辞任や処分には応じない考えです。
　こうしたなか、党の最高顧問を務める大阪市の橋下市長は、事態を収拾させるためとして柿沢氏と松井氏が公開の場で討論することを提案していますが、かえって事態を悪化させるという指摘もあって収拾のめどは立っておらず、党内の対立が深まることへの懸念も出ています。 

株安・円高、政権運営に影響　支持率低下に拍車も 

日経新聞　2015/8/25 1:39

　日経平均株価の大幅下落を受け、政府・与党内には24日、政権運営への影響を懸念する声が広がった。安倍晋三首相は就任以来、金融の異次元緩和など「市場重視」の政策で株高・円安を演出し内閣支持率を下支えしてきた。生命線ともいえる市場の逆方向の動きは、支持率低下に拍車をかけかねない。与党からは2015年度補正予算など経済対策を求める声も上がる。
　24日、政権幹部らは景気の先行き不安の打ち消しに躍起となった。
　「企業業績は過去最高水準になり（日本経済は）緩やかに回復基調にある」。菅義偉官房長官は記者会見でこう力説し、国内経済の堅調ぶりをアピールした。甘利明経済財政相は参院予算委員会で「中国経済も落ち着いてくるのではないか」と述べ、さらなる環境悪化の見通しを打ち消した。政府は今回の急激な株安・円高の背景を「海外要因」と説明している。
　政権が市場動向に敏感になるのは、高株価が内閣にとっての「生命線」と考えているためだ。12年12月の第２次安倍政権の発足後、支持率は株価と共に上昇。首相も「アベノミクスで行き過ぎた円高が是正された」「株価が上がった」と成果を強調してきた。
　一方、最近では内閣支持率は急落している。衆院での安全保障関連法案の採決時の混乱や、首相を支持する自民党議員や周辺らの発言が問題となったことなどが背景にある。「これまで支持率は景気、株価で持っていた」（政府高官）との見方が強く、頼みの綱である経済までつまずけば政権基盤が揺らぎかねない。
　17日に内閣府が発表した４～６月期の国内総生産（ＧＤＰ）速報値は、３四半期ぶりにマイナスだった。甘利経財相は「一時的な要素がかなり大きい」と指摘していたが、市場発の株安・円高が続けば、実体経済にもさらに悪影響が出てくる。
　与党内では経済対策を求める声も上がり始めた。「経済は人の心理も大きく影響する。かなり不安心理が広がっている。拡大しないような手を打つことが必要かと思う」。自民党の谷垣禎一幹事長は24日夕の記者会見で強い警戒感を示した。
　参院予算委では、公明党議員が「機動的な財政政策である第２の矢を再び放ち、成長戦略への橋渡しをすべきだ」と首相に訴えた。首相は「第２の矢も含め、今後とも３本の矢の政策を一体として経済再生を図りたい」と述べるにとどめた。
安倍首相、「植民地支配」説明拒む＝野党は談話に批判と評価
　安倍晋三首相が戦後７０年談話で示した歴史認識をめぐり、野党側は２４日の参院予算委員会の集中審議で論戦を挑んだ。共産党は「侵略や植民地支配を行ったのは誰なのか、主語がない」と激しく追及。首相は「談話全体が一つのメッセージ」などと反論したが、個別具体的な説明を拒み、深入りを避けた。
　共産党の山下芳生書記局長は約４０分の持ち時間全てを談話問題に費やし、「日本がどの国に対して植民地支配を行ったのか」と攻め立てた。これに対し、首相は「一部分だけを切り取って議論するのは、幅広い国民とメッセージを共有する観点から適切ではない。談話が全てだ」とかわした。
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http://www.jiji.com/jc/c?g=pol&k=2015082400729&p=0150824at82&rel=pv
参院予算委員会で質問する共産党の山下芳生書記局長＝２４日午後、国会内
　１４日に発表された首相談話は、先の大戦に関する「侵略」「植民地支配」「反省」「おわび」のキーワードが明記されたが、主語が曖昧で、引用にとどまっている。社民党の福島瑞穂副党首も質疑で「なぜ侵略だと認めないのか。自分の言葉でおわびしていない」と批判した。
　山下氏は、談話が「日露戦争は、植民地支配の下にあった多くのアジアやアフリカの人々を勇気づけた」と記述したことも取り上げて、「日露戦争は朝鮮半島の植民地支配を進める重要なポイントだった」と指摘。だが、首相は「一つ一つの歴史的な事実について議論することは差し控えたい」と語り、山下氏は談話を「欺瞞（ぎまん）」と指弾した。
　◇民主追及せず
　談話をめぐり、一部の野党からは歓迎する声も上がった。維新の党の儀間光男氏は「バランスの取れた談話だと評価したい」と強調。次世代の党の中野正志氏も「日本の未来へのメッセージに強く共感する」と語った。
　一方、民主党が首相の歴史認識を厳しく問いただす場面はなかった。同党の那谷屋正義氏が談話の一部記述に関する米国の考えを質問した程度。安全保障だけでなく歴史認識をめぐっても幅広い意見を抱える同党には「談話はもう終わった話だ」（若手）との意見もあり、せっかくの論戦の機会を生かせなかった。（時事2015/08/24-19:03

「侵略」行為あった＝植民地支配の主体、明言避ける－安倍首相
　安倍晋三首相は２４日の参院予算委員会集中審議で、戦前の満州事変から太平洋戦争に至る経過の中で、日本による「侵略」と評価される行為があったとの認識を示した。ただ、具体的にどの行為が「侵略」に当たるかは「歴史家の議論に委ねるべきだ」として明言を避けた。戦後７０年談話に関する共産党の山下芳生書記局長の質問に答えた。
　山下氏は「日本が中国、アジア太平洋地域に対し行った戦争は侵略だったか」と首相の歴史認識をただした。首相は談話作成の際に参考にした有識者会議の報告書に触れ、「報告書にもある通り、中には（後世に）侵略と評価される行為もあったと私も思っている」と認めた。
　首相は一昨年４月の国会答弁で「侵略の定義は定まっていない」と述べたほか、１４日に発表した談話では「事変、侵略、戦争」と時期や主体を明示せずに盛り込むにとどめており、２４日の答弁は以前より踏み込んだ。
　日本による台湾、韓国の植民地支配に言及した有識者会議の報告書について、首相は「歴史の声として受け止めたい」と評価。ただ、山下氏が「談話には日本が植民地支配したと書かれていない」と追及すると、首相は「談話が全てだ。その中からくみ取ってほしい」と明言を避けた。
　首相はまた、談話に対する米、英、オーストラリア、フィリピン、インドネシア各国政府の反応を紹介し、「多数の国々から歓迎または評価するコメントが出されている」と指摘した。
　一方、９月３日に北京で行われる抗日戦争勝利７０周年記念式典に関しては「私は出席しないこととした。国会の状況などを踏まえて判断した」と述べた。公明党の横山信一氏への答弁。　（時事2015/08/24-17:15）2015/08/24-17:15

首相、中国「侵略」明示避ける　参院予算委で答弁
　安倍晋三首相は２４日の参院予算委員会で、１４日に閣議決定した戦後７０年談話に関し、満州事変から先の大戦までの中国大陸での日本の行為について、侵略だったかどうか明示を避けた。自身の私的諮問機関が出した報告書に沿い「中には侵略と評価される行為もあったと思う」と述べたものの、行為を具体的に特定することはせず、曖昧にしたままだった。
　首相は答弁で、談話は報告書に沿って作成したと強調。侵略行為について問われ「具体的にどのような行為が侵略に当たるか否かは、歴史家の議論に委ねるべきだ」と答えるにとどまった。
　共産党の山下芳生氏への答弁。
2015/08/24 19:13   【共同通信】
首相「侵略とされる行為あった」…参院予算委
読売新聞　2015年08月24日 21時18分
　安倍首相は２４日の参院予算委員会で、１４日に発表した戦後７０年の首相談話に関連し、先の大戦をめぐる日本の行為について「中には侵略と評価される行為もあったと私は思う」と述べ、侵略にあたるとの認識を改めて示した。
　首相は、日本による韓国、台湾の植民地支配に言及した「２１世紀構想懇談会」の報告書を「歴史の声」として受け止めたとし、「報告書を前提に談話を作成した」と語った。野党議員は首相の歴史認識をただしたが、首相は「一つ一つを切り取って議論するのは、より幅広い国民とメッセージを共有する観点から適切でない。談話が全てで、この中からくみ取ってほしい」と強調した。
　一方、岸田外相は軍事的緊張が高まる朝鮮半島情勢について「北朝鮮は挑発行動を自制すべきだ」と述べ、北朝鮮側に事態収拾の責任があるとの認識を示した。
首相訪中見送り、菅氏「国会の状況踏まえ判断」
読売新聞　2015年08月24日 11時41

　菅官房長官は２４日午前の記者会見で、安倍首相が検討していた９月３日に北京で開かれる「抗日戦争勝利７０年記念式典」に合わせた中国訪問を見送ることを表明した。
　菅氏は「国会の状況などを踏まえ判断した。引き続き、国際会議などの機会を利用して首脳同士が率直に話し合う機会を設けたい」と述べた。
　中国政府は記念式典に首相ら各国首脳を招待しており、ロシアのプーチン大統領や韓国のEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(パククネ),朴槿恵)大統領らが式典に合わせた訪中を決めている。首相は、３日の記念式典には出席せず、その前後に訪中し、EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(シージンピン),習近平)国家主席と首脳会談を行うことを検討していた。
　しかし、安全保障関連法案の審議が参院で大詰めを迎えていることに加え、米国や欧州各国の首脳が式典への出席を見送るため、日本政府としても足並みをそろえるべきだと判断した。すでに中国政府には訪問見送りを伝えた。
安倍首相、９月の訪中見送り…安保審議など考慮
読売新聞　2015年08月24日 07時02分
　安倍首相は９月３日に北京で開かれる「抗日戦争勝利７０年記念式典」に合わせた中国訪問を見送る方針を決めた。
　複数の政府関係者が２３日、明らかにした。参院で安全保障関連法案の審議が大詰めを迎えることに加え、米国などの首脳が式典に出席しないことなどを考慮したとみられる。政府は年内に行われる国際会議に合わせ、日中首脳会談を引き続き模索する方針だ。
　中国政府は記念式典に安倍首相ら各国首脳を招待しており、ロシアのプーチン大統領や韓国のEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(パククネ),朴槿恵)大統領らが式典に合わせた訪中を決めている。安倍首相は、３日の記念式典当日の軍事パレードには出席せず、その前後に訪中し、EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(シージンピン),習近平)国家主席との日中首脳会談を行うことを検討していた
首相訪中見送り：「国際会議で機会を」　首脳会談を模索
毎日新聞　2015年08月24日　23時41分（最終更新　08月25日　00時33分）
　安倍晋三首相は２４日の参院予算委員会で「９月３日に予定されていた中国主催の（抗日戦争勝利７０周年の）式典に出席しない。国会の状況などを踏まえて判断した」と述べ、９月上旬で検討していた中国訪問の見送りを表明した。「中国とは国際会議などの機会を利用し、首脳同士が率直に話し合う機会を設けたい」と語り、９月下旬に米ニューヨークで開かれる国連総会や、１１月のフィリピンでのアジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）などに合わせ、習近平国家主席との会談を目指す考えを示した。
　中国側は北京での式典に首相を招待しており、日本側は３日午後も含め、式典前後の訪中を検討していた。だが、安全保障関連法案の参院審議が大詰めを迎えることに加え、一連の行事は対日批判が強いと判断し、見送りに傾いた。
　首相は日中関係の改善と同時に、当面の外交課題として「日中韓サミット（首脳会議）の開催につなげ、日韓首脳会談につなげていきたい」と強調。韓国の朴槿恵（パク・クネ）大統領との初の首脳会談も目指す考えを示した。公明党の横山信一氏への答弁。
　首相はまた、元気、次世代、改革の野党３党が２４日、政府の安全保障関連法案を修正する対案で合意したことを「提出されれば国会審議は深まる。政府として真摯（しんし）に対応したい」と修正協議に前向きな姿勢を示した。次世代の党の中野正志氏への答弁。
　一方、戦後７０年の安倍談話に盛り込んだ侵略▽植民地支配▽反省▽おわびの文言について、首相は主体は明確にせず「一部分を取り上げるのではなく、全体として評価してほしい」と述べた。共産党の山下芳生氏らの質問に答えた。
　談話作成の際に参考にした有識者会議「２１世紀構想懇談会」の報告書にも言及。戦前の満州事変から太平洋戦争に至る経過について「報告書にもある通り、中には侵略と評価される行為もあったと私も思っている」と述べたが、直接の言及は避けて引用にとどめた。米国や豪州、フィリピン、インドネシア、英国など各国の反応を挙げ、「多数の国々から歓迎や評価のコメントが出されている」とも語った。【高橋克哉、高橋恵子】
首相 国際会議などで日中首脳会談実現を
NHK　8月24日 19時18分
安倍総理大臣は参議院予算委員会の集中審議で、国会の状況などを踏まえ、中国政府が来月開く「抗日戦争勝利７０年」の記念行事に出席しないと判断したとして、今後、国際会議などの機会を利用して、習近平国家主席との首脳会談を実現させたいという考えを示しました。
参議院予算委員会は２４日、「内政・外交の諸問題」をテーマに集中審議を行いました。　
この中で、公明党の横山前農林水産政務官は、安倍総理大臣が発表した戦後７０年にあたっての総理大臣談話について、「各国からどのような評価を得たと感じているのか。また談話の発表をてこに、中国や韓国との首脳会談の実現にどのように取り組んでいくのか」と質問しました。
　これに対し、安倍総理大臣は「談話については多数の国々から歓迎または評価するコメントが出されている」と述べ、アメリカ、オーストラリア、フィリピン、インドネシア、イギリスを挙げ、それぞれの政府の反応を紹介しました。
　そして、安倍総理大臣は中国の習近平国家主席との首脳会談に関連して、「９月３日に予定されていた中国主催の式典には出席をしないこととした。これは国会の状況等を踏まえて判断したものだ」と述べ、中国政府が来月３日に北京で開く「抗日戦争勝利７０年」の記念行事に出席しない考えを示しました。そのうえで、安倍総理大臣は、「中国との間では引き続き、国際会議等の機会を利用し、首脳どうしが率直に話し合う機会を設け、関係のさらなる発展に向け、ともに取り組んでいきたい」と述べました。
　また、安倍総理大臣は、韓国のパク・クネ（朴槿恵）大統領との首脳会談について、「３月には日中韓外相会合が開催され、６月には国交正常化５０周年の節目に東京で日韓外相会談が行われた。この流れを日中韓サミットの開催につなげ、さらには日韓首脳会談につなげていきたい」と述べました。

　維新の党の儀間参議院幹事長代理は、アメリカ軍普天間基地の移設計画を巡り、政府が１か月間工事を中断し、沖縄県と続けている集中協議について、「どう見ても、１か月の間では出口の見える議論ができるとは思えない。見つからない場合は、さらに協議を続けていくのか」とただしました。
　これに対し、菅官房長官は「かなりの距離があるということも事実で出発点は非常に違っているが、そうしたなかで話し合いをしていくことは極めて大事だ。協議は続いており、結果を現時点で示すことは適切ではない。いずれにしろ、沖縄県との協議は、あくまでも１か月という中で集中的に行っていきたい」と述べました。

　共産党の山下書記局長は、戦後７０年にあたって、安倍総理大臣が総理大臣談話を発表したことに関連して、「日本が中国、アジア太平洋地域に対して行った戦争は侵略だったのか」とただしました。
　これに対し、安倍総理大臣は「今回の談話は、『２１世紀構想懇談会』の報告書のうえに立って作成したもので、報告書にもあるとおり、なかには侵略と評価される行為もあったと私も思う。具体的にどのような行為が侵略に当たるか否かは歴史家の議論に委ねるべきだと思うが、重要な点は、いかなる武力の威嚇や行使も、国際紛争を解決する手段としては、もう二度と用いてはならないということだ」と述べました。

　一方、安倍総理大臣は戦後７０年にあたっての総理大臣談話に、「戦時下、多くの女性たちの尊厳や名誉が深く傷つけられた過去を、この胸に刻み続けます」と盛り込んだことについて、社民党の福島副党首が「いわゆる慰安婦の問題も含んでいるのか」と質問したのに対し、「いわゆる慰安婦の方々が辛酸をなめたということについて、『心が痛む思いである』ということは申し上げてきたとおりだ。そうした方々も含め、多くの女性たちが戦争の陰で名誉と尊厳が傷つけられたということを申し上げている」と述べました。 

安倍首相、９月訪中は見送り＝安保審議など考慮
　安倍晋三首相は９月に検討していた中国訪問を見送ることを決めた。菅義偉官房長官が２４日午前の記者会見で明らかにした。中国側が９月３日に北京で開催する抗日戦争勝利７０周年記念式典への首相出席を求めていたのに対し、日本側は式典を避けて同４日を軸とした訪中を打診したものの、折り合いが付かなかった。
　菅長官は会見で、首相が式典に出席しないと指摘。「３日の前後に訪中する予定もない」と語った。理由については、「国会の状況などを踏まえ判断した」と説明。既に中国側に伝達したという。
　首相は中国の習近平国家主席と昨年１１月、今年４月に会談しており、訪中が実現すれば、１４日に閣議決定した戦後７０年談話について直接説明するなどして、日中関係の改善の流れを固めたい意向だった。
　しかし、日中の日程調整が難航したため、首相は参院で審議中の安全保障関連法案への影響も考慮。９月の訪中は断念し、再調整することにした。　
　これに関し、菅長官は会見で、「中国とは引き続き、国際会議などを利用し、首脳同士が率直に話し合う機会を設け、両国関係のさらなる発展に向けて取り組みたい」と述べた。９月の国連総会や１１月のアジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）首脳会議、秋の開催を目指す日中韓首脳会談が念頭にあるとみられる。
　中国が開催する記念式典や軍事パレードが反日の色彩が強いものになる可能性もある。米国や欧州各国の首脳は中国の軍拡への懸念から欠席する意向で、日本側にはこのタイミングでの訪中に慎重な意見もあった。（時事2015/08/24-12:22）2015/08/24-12:22

「抗日」懸念、９月訪中見送り＝米との共同歩調も重視－安倍首相
　安倍晋三首相が９月訪中の見送りを決めた。安全保障関連法案の審議への影響を考慮したのに加え、中国が同３日に開催する「抗日戦勝７０周年記念式典」が反日色の強い内容になるのは避けられず、首相訪問時に対中融和を演出するのが困難と判断したためとみられる。３回目となる日中首脳会談に向けた調整は仕切り直しとなった。
　首相は２４日の参院予算委員会で、記念式典に合わせた訪中見送りを表明。その上で、「引き続き国際会議などの機会を利用し、首脳同士が率直に話し合う機会を設けたい」と語った。
　日本政府は、中国が招待した９月３日の記念式典への首相出席に難色を示しつつ、その前後の時期に首相が訪中できないか水面下で中国側と調整していた。今月閣議決定した戦後７０年談話について、首相自ら習近平国家主席に説明し、理解を促すことで関係改善をアピールできると踏んだからだ。
　だが、首相訪中で日本側の期待する成果を上げられるかどうか、中国側から確証は得られなかった。日本政府は外交ルートで「和解の式典」の性格を強めることができないか探ったが、中国側から明確な回答がなかったという。
　中国が南シナ海で強引に進める岩礁埋め立てが国際社会の批判を浴びる中、やはり式典には出席しない米国などとの共同歩調を取った側面もある。
　首相は今後、９月下旬の国連総会や１１月のアジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）首脳会議などの場で習主席との会談を目指す。７０年談話に対する中国の反応について、日本政府は「抑制的だった」（外務省幹部）と受け止めており、菅義偉官房長官も２４日の会見で「日中関係は回復途上にあるのは間違いない」と語った。　（時事2015/08/24-19:10）2015/08/24-19:10

首相、秋の日中首脳会談目指す　関係改善へ９月下旬にも
　９月上旬の訪中を見送った安倍晋三首相は２４日、同月下旬から１１月にかけて第三国で予定される複数の国際会議を利用し、中国の習近平国家主席との首脳会談を目指す方針を固めた。最も早いケースで、９月下旬に両首脳の出席が見込まれる米ニューヨークでの国連総会の際に行う案が浮上している。「関係改善への意欲を示す好機会」（外務省幹部）と位置付け、近く日程調整に入る。
　今回の訪中見送りの背景には「中国側の招きに応じて抗日戦勝記念行事に出席すれば、反日宣伝や軍事力強化を正当化したい相手の思惑通りになる」（日本政府筋）との読みがある。
2015/08/24 18:38   【共同通信】
首相、来月上旬の訪中見送り　軍拡容認への誤解懸念
　安倍晋三首相は９月上旬に検討していた中国訪問を見送る方針を固めた。複数の日本政府関係者が２４日、明らかにした。中国政府は、北京で軍事パレードを行う９月３日の「抗日戦争勝利記念日」の行事に首相を招待していたが、このタイミングで訪中すれば、日本が中国の軍備拡張を容認しているとの誤解を国際社会に与えかねないとの判断に傾いた。安全保障関連法案の参院審議が大詰めを迎えることも考慮した。
　日本政府筋は２４日、共同通信の取材に「国会などの日程上の都合で見送った」と話した。中国側にも既にこうした方針を伝達したとみられる。
2015/08/24 08:45   【共同通信】
安倍首相：９月上旬の中国訪問見送り　安保法案を優先
毎日新聞　2015年08月24日　11時07分（最終更新　08月24日　17時48分）
　安倍晋三首相は９月上旬の中国訪問を見送ることを決めた。中国は９月３日の抗日戦争勝利７０周年記念式典に首相を招待していたが、菅義偉官房長官が２４日午前の記者会見で「式典には出席しない。３日の前後に訪中する予定もない」と明言した。政府は既に中国側に式典欠席を伝えた。首相は今後、９月下旬に米ニューヨークで開かれる国連総会や１１月のフィリピンでのアジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）などにあわせて、習近平国家主席との会談を検討する。
　政府は、３日午前に北京の天安門広場で行われる軍事パレードへの首相の出席に難色を示し、同日午後に首相が北京入りする日程を中国側と調整していた。
　訪中見送りについて、菅氏は会見で「国会の状況等を踏まえ判断した」と説明した。今国会は９月２７日の会期末に向け、安全保障関連法案を巡る参院での与野党の攻防が大詰めを迎える。政府高官は「１日でも訪中すれば、法案成立は１週間ずれる」と国会審議への影響を指摘した。
　首相は１４日のＮＨＫ番組で「（中国側の）行事が反日的なものでなく、融和的なものになるのが前提だ」と述べた。自民党内にも当初から「最後は首相の判断だが、世論にも配慮せざるを得ない」（幹部）など、この時期の首相訪中は難しいとの見方があった。
　政府は最終的に、軍事パレード以外の行事も抗日色が強いと判断したとみられる。中国の軍拡を懸念する米英仏首脳らが欠席する方向になっていることにも配慮した。
　首相の訪中見送りについて、日中関係筋は「中国が３日の一連の式典に『抗日』の名称を掲げていることへの日本側の抵抗感は強い。日中が調整を進めていたが、双方の条件の折り合いがつかなかった」と述べた。【高橋恵子、北京・工藤哲】
官房長官 首相の訪中見送りを正式発表
NHK　8月24日 12時21分
菅官房長官は午前の記者会見で、安倍総理大臣が来月、中国政府が開く「抗日戦争勝利７０年」の記念行事に出席しないことを発表したうえで、今後の国際会議の場などを活用し、安倍総理大臣と習近平国家主席との首脳会談を模索する考えを示しました。
この中で菅官房長官は、中国政府が来月３日に北京で開く「抗日戦争勝利７０年」の記念行事について、「安倍総理大臣は式典には出席しない。国会の状況などを踏まえて判断したものだ。来月３日の前後に中国を訪問する予定もない。中国側にも通報している」と述べました。
　そのうえで、菅官房長官は「中国との間では引き続き、国際会議などの機会を利用して、首脳どうしが率直に話し合う機会を設けて、両国関係の更なる発展に向けて取り組んでいきたい」と述べ、今後の国際会議の場などを活用し、安倍総理大臣と習近平国家主席との首脳会談を模索する考えを示しました。
　また、菅官房長官は、記者団が「式典への出席を見送ることで日中関係の改善のムードに影響を与えることはないか」と質問したのに対し、「全く考えていない。日中関係は２回目の首脳会談を行ってから、回復途上にあることは、間違いない」と述べました。 

首相「国際会議の機会利用して」
安倍総理大臣は参議院予算委員会の集中審議で、「９月３日に予定されていた中国主催の式典には出席をしないこととした。これは国会の状況等を踏まえて判断したものだ。中国との間では、引き続き、国際会議等の機会を利用し、首脳どうしが率直に話し合う機会を設け、関係のさらなる発展に向け、ともに取り組んでいきたい」と述べました。
首相、９月の訪中見送り　安保法案審議など考慮 

日経新聞　2015/8/24 10:16

　安倍晋三首相は９月初旬に検討していた中国訪問を見送ることを決めた。菅義偉官房長官が24日午前の記者会見で明らかにした。中国が北京で９月３日に開く抗日戦争勝利70年記念式典に米欧首脳は出席しない方向で、首相も足並みをそろえる。安全保障関連法案の国会審議が大詰めを迎えることも考慮した。
　日中関係の改善を進めるため、習近平国家主席との首脳会談は引き続き検討し、秋の国際会議などでの開催を探る。
　菅長官は式典欠席の理由を「国会の状況を踏まえた」と説明。「中国から様々な説明を受けていたが、出席を前提とした調整はしていない」と述べた。首脳会談については「国際会議などの機会を利用して首脳同士が率直に話し合う機会を設け、関係の発展に取り組みたい」と語った。
　中国は記念式典への出席を各国首脳に要請。ロシアのプーチン大統領や韓国の朴槿恵（パク・クネ）大統領は式典に合わせて訪中する見通しだ。
　首相は当初、戦後70年談話などを踏まえ、式典当日を外した２日や４日を軸に訪中する案を検討。７月には谷内正太郎国家安全保障局長が訪中し、李克強首相と会談するなど地ならしを進めていた。
　ただこの時期は今国会中の成立をめざす安保法案の参院審議がヤマ場を迎えている可能性がある。政府内には軍事色や反日色の濃い式典前後の訪中は誤ったメッセージを送ることになるとの慎重論もあった。
７０年談話：各党評価も幅広く　「侵略」「謝罪」解釈多様
毎日新聞　2015年08月24日　20時36分（最終更新　08月24日　21時49分）
　安倍晋三首相の戦後７０年談話を巡り、２４日の参院予算委員会で各党の評価が割れた。一部野党が植民地支配や侵略を「首相は認めていない」と批判する一方、謝罪に終止符を打つとの訴えを評価する声も。与党内でも評価するポイントは異なり、多様な受け止め方があることが改めて浮き彫りになった。
　「侵略、植民地支配、反省、おわびを行ったのはだれなのか、主語がない。首相は自らの言葉として語っていない」。共産党の山下芳生氏は約４０分間の質問全てを安倍談話に充てた。歴史認識問題が安倍政権のアキレスけんとみるためだ。
　首相は、侵略や植民地支配を明記した有識者懇談会の報告書を挙げ、「報告書の上に立って談話を作成した」と繰り返し、主体を明示することを避けた。
　一方、維新の党の儀間光男氏は、談話が次世代に対し「謝罪を続ける宿命を背負わせてはなりません」と記したことを「安倍政権の『戦後レジームからの脱却』の一つとして、伝わってくるものを感じた」と絶賛。自民党の保守系議員と同じ理屈で評価した。
　民主党は約２時間のうち最後の数分だけで談話に言及。那谷屋正義氏は「いろいろな評価がある」と踏み込まず、歴史認識で多様な意見がある党内事情をのぞかせた。
　与党では公明党の横山信一氏が「歴代内閣の認識は揺るぎがないとの表明は大きい」と戦後５０年の村山談話を継承するものと評価。一方、自民党の岡田直樹氏は「世界平和と繁栄に貢献する決意は憲法前文に通じる。前文を改めるなら盛り込みたい」と改憲に関連づけて評価した。【野口武則】
韓国の９割「反省感じず」＝安倍談話で有識者、中国と差
　日本の民間非営利団体「言論ＮＰＯ」は２４日、安倍晋三首相による戦後７０年談話に関し、日中韓３カ国の有識者を対象に実施したアンケート調査の結果を発表した。韓国では、談話が「侵略戦争について反省した内容だと感じなかった」「どちらかというと感じなかった」が計８８．７％に上り、「十分感じた」「どちらかというと感じた」はわずか２．５％だった。
　これに対し中国では、６４．７％が反省を感じなかったと答える一方、感じたとの回答も２０．８％に上った。言論ＮＰＯは「一定の中国人有識者が、侵略戦争の反省という内容を読み取った。韓国人の方が否定的な意見を示した」としている。
　また、安倍談話を「評価している」「どちらかといえば評価している」と回答したのは、中国で２１．４％に上り、言論ＮＰＯは「肯定的に捉える層が一定数存在する」と分析。韓国では前向きな評価が５．７％にとどまる一方、「評価しない」「どちらかといえば評価していない」が８３．１％に上った。
　アンケートは１８～２２日に実施。計８０３人が回答した。　（時事）（2015/08/24-21:09）2015/08/24-21:09

７０年談話：中韓識者、過半数が批判…言論ＮＰＯ調査
毎日新聞　2015年08月24日　20時17分（最終更新　08月24日　21時24分）
　非営利団体「言論ＮＰＯ」（工藤泰志代表）は２４日、安倍晋三首相が発表した戦後７０年談話に関し、日中韓３カ国の有識者を対象に実施したアンケート調査の結果を発表した。それによると、韓国の８３．１％、中国の５６．９％が「評価していない」と回答し、中韓両国で批判的な見方が強いことが明らかになった。
　調査は今月１８〜２２日、学識経験者やマスコミ関係者などに行い、日本３０７人、中国３３７人、韓国１５９人の計８０３人から回答を得た。
　日本は「評価している」が４５．６％、「評価していない」が４１．７％と賛否が拮抗（きっこう）した。「評価している」は中国で２１．４％、韓国では５．７％にとどまった。
　今後の日中、日韓関係改善への影響については、日本は「役立つ内容になった」（２５．４％）と「役立つ内容になっていない」（２５．１％）がほぼ同水準。韓国では７４．９％、中国では５４．９％が「役立つ内容になっていない」と答えた。
　談話が「おわび」などに言及したことへの評価を中韓両国に尋ねたところ、韓国の８８．７％、中国の６４．７％が「談話が侵略戦争を反省する内容と感じなかった」と回答した。
　日本の有識者に談話を評価できない理由を複数回答で聞いたところ、「中途半端で談話自体が全体的に冗漫」（４１％）、「首相自身の戦争責任や平和に対する考えが読み取れない」（３９．７％）などが上位を占めた。【小田中大】
天皇制めぐり率直議論＝戦犯裁判要求も－「権威」の重さ強調・中国
　【北京時事】蒋介石率いる国民党との内戦に勝利した中国共産党は、１９４９年１０月に新中国を成立させて早々に、天皇制廃止と、昭和天皇の戦犯裁判を要求する立場を鮮明にした。来るべき対日講和条約に反映させることを前提に、５０年５月に開かれた外務省高官や日本専門家による集中討論では、毛沢東体制が、悲惨な戦争を繰り広げた「日本」に対してどう向き合うか、率直な議論が繰り広げられた。
　◇「東条ではなく天皇」
　「日本国民を欺いて世界征服に出る過ちを犯させた者の権力と勢力は、永久に除去する」。知日派の李純青・大公報（上海）副編集長は討論会で、ポツダム宣言の第６条を取り上げ、「もし『権力』が天皇を指さないなら、誰を指すのか。まさか東条（英機元首相＝Ａ級戦犯として絞首刑）ではあるまい」と指摘。天皇は戦争責任を負うべきだと主張した。
　日本国憲法に「象徴」と明記された天皇が持つ「権威」の重さを訴えたのは、極東国際軍事裁判（東京裁判）で中国代表裁判官を務めた梅汝※（※＝王ヘンに敖）氏だ。「（日本で）天皇個人の威信は計り知れない。（象徴天皇とされたことで）日本人は天皇を哀れだと感じているが、（天皇という）権威崇拝の改造は相当困難だ」として、対日講和条約に天皇に関する厳格な規定を盛り込むよう提案した。
　外務省の劉彬氏も「今日の米国は日本の反動派と共に、天皇を維持し、彼を日本人民の精神上の威信にしたいと考えている」と続いた。結局、討論会では「歴史的に見て、日本の天皇制は侵略や反動と不可分であり、マッカーサー（連合国軍最高司令官）による天皇改造の結果、天皇の権力は減少したが、権威は逆に増加した」と総括。「象徴天皇」への懸念を示した。
　◇「元首」として容認に変化
　討論会では「天皇は戦犯だ。一人の戦犯の扱いを敗戦国の人民が決めることはできない」との意見が出たが、もともと蒋介石は国共内戦に敗れる前、天皇制の存廃は「日本国民が自ら決定するよう任せる」と強調していた。
　その蒋介石が台湾に逃れ、代わりに中国を統治した毛沢東は、東西冷戦が激化する中、後ろ盾のソ連と共に、日本占領政策の柱の一つである天皇・天皇制への批判を強める。ソ連は４９年末、極東ハバロフスクで独自に開廷した戦犯裁判で天皇の戦争責任も追及し、中国はこれに同調した。
　しかし、５３年にソ連のスターリンが死去。米中対立を深刻化させた朝鮮戦争も、同年に休戦協定が締結された。翌５４年にはジュネーブでインドシナ戦争の休戦協定が結ばれ、周恩来首相が初の国際舞台で存在感を示した。中国政府は国際情勢の変化に合わせて「平和攻勢」を強め、日本との国交正常化も目指した。
　毛沢東も日中戦争中は蒋介石と同様、天皇制に対し柔軟な姿勢を持っていたとされるが、冷戦激化を背景に、天皇の位置付けは「侵略戦争の元凶」としての側面が強調された。しかし、中国が対日関係正常化へ動きだした５０年代半ばになると、外交上の「元首」として天皇の存在を積極的に利用する戦略に転換。毛沢東は５６年、北京を訪れた日本人に「日本には天皇がいる。われわれはこの制度を尊重する」と発言した。
　９２年に初の訪中が実現した天皇の存在は、戦後７０年の日中関係において、そして現在も、「核心」であり続けていると言える。　（時事2015/08/24-14:51）2015/08/24-14:51

天皇制「象徴でも危険」＝日本国憲法からの除外主張－毛政権で集中討論・中国文書
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毛沢東（ＡＦＰ＝時事）
【北京時事】毛沢東率いる中華人民共和国が成立７カ月後の１９５０年５月、戦後日本の天皇問題や憲法に関して初の集中討論を行い、日本国憲法を「基本的に否定」し、天皇制の「廃止を主張する」という方針をまとめていたことが分かった。討論は「天皇の名称は憲法の中に存在してはならない。日本人民に対する影響が非常に大きく、天皇を『象徴』と見なすことさえ危険だ」と結論付けた。
　発言録を記載した中国外務省档案館（外交史料館）収蔵の外交文書で判明した。中国政府は、第２次大戦後の日本との講和条約を締結する国際会議参加を前提に、５０年５月１８、１９の両日、外務省が主催して天皇・憲法問題の集中討論を北京で開催した。翌５１年のサンフランシスコ講和会議に出席しなかったため、討議内容は講和条約に反映されなかったが、毛沢東政権の戦後対日政策に影響を与えた。
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http://www.jiji.com/jc/c?g=pol&k=2015082400458&p=0150824at69&rel=pv
昭和天皇
　討論の中で国際法学者の王鉄崖氏は、日本国憲法を否定する理由として（1）マッカーサー連合国軍最高司令官ら「反動派の巨頭」が起草した（2）天皇制に関する規定は（旧憲法から）変化がない（3）他の連合国の同意を得ていない－などと指摘。とりわけ天皇制について、「この点は厳しい態度で臨む必要がある。講和条約で『天皇制の徹底廃止』を具体的に規定し、天皇に関するいかなる規定も憲法に存在すべきでない」と訴えた。
　討論に出席した幹部らは、極東国際軍事裁判（東京裁判、４６～４８年）で免訴された昭和天皇に対する戦犯裁判のやり直しを要求。後に文化次官や中日友好協会会長を務めた夏衍氏は「天皇制廃止という点で譲歩すれば、日本人民も中国も共に失望する。天皇を戦犯として裁判にかけ、追及してその権威を失墜させる。裕仁（昭和天皇）だけを除外しても、それに代わる者がよ[image: image14.jpg]


りファシズム的になるだろう」と主張した。
http://www.jiji.com/jc/c?g=pol&k=2015082400458&p=0150824at70&rel=pv
ダグラス・マッカーサー（米陸軍元帥、連合国軍最高司令官）（ＡＦＰ＝時事）
　中国政府が天皇否定を明確にした背景には、冷戦激化という国際情勢の変化があった。後に駐ソ連大使や外務次官を務めた張聞天氏は、討論会で「日本が投降して５年が経過し、状況は当時と基本的に違う」と述べている。中国が米国を最大の敵と位置付ける中、「マッカーサーは日本の天皇の『上皇（実質的な支配者）』だ。吉田茂（首相）も天皇も、米国の手先にすぎない」と強調した。　
◇戦後７０年の日中関係と天皇
１９４５年　終戦
　　４９年　中華人民共和国成立、中華民国は台湾に逃れる
　　５０年　中国外務省、天皇問題などを集中討論
　　５１年　サンフランシスコ講和会議
　　５６年　毛沢東、「天皇制容認」発言
　　７２年　日中国交正常化
　　７８年　トウ小平副首相、天皇と会見
　　８９年　李鵬首相、天皇に訪中招請
　　９２年　天皇、皇后が初訪中
　　９８年　江沢民国家主席が宮中晩さん会で歴史問題強調
２００９年　習近平国家副主席、特例扱いで天皇と会見
（肩書はいずれも当時）
（時事2015/08/24-14:39）
安倍首相「吐血してません」　週刊誌報道念頭に
　「血は吐いていませんから」。安倍晋三首相が２４日の自民党役員会で、自身が吐血したなどと報じた１９日の週刊誌報道を念頭に笑いを誘い、体調は問題ないと強調する一幕があった。党幹部が明らかにした。
　首相は参院予算委員会の集中審議を終えて役員会に出席した。はなをかむ首相を見た幹部の一人が「首相は２５日も参院特別委員会の審議に出る予定がある」と気遣うと、首相は「風邪気味だ」と説明した上で吐血を否定。「血を吐く思いで頑張っています」と続けた。
　週刊誌報道をめぐっては、首相の事務所は２０日「事実無根だ」とする抗議文を発行元の文芸春秋に送付している。
2015/08/24 20:50   【共同通信】
米軍、補給廠爆発原因究明進める　相模原市長「地位協定見直しを」
[image: image11.jpg]



　米軍の倉庫爆発火災について記者会見する相模原市の加山俊夫市長＝２４日午後、相模原市役所
　相模原市中央区の在日米陸軍相模総合補給廠の倉庫で起きた爆発火災で、米軍は２４日、原因の究明を進めた。在日米陸軍司令部広報室は「米軍の複数の組織が調査に当たる」としているが、組織名や調査期間のめどは明らかにしていない。
　日米地位協定により日本の警察や消防は捜査権を持たず、相模原市の加山俊夫市長は同日の記者会見で協定見直しを国に要請する考えを示した。
　加山市長は「施設内の検証で消防がなかなか立ち入ることができないと聞いている。今回、こういう事例が起きたので（日米が）相互連携を図れるよう、見直しを防衛省に要請したい」と述べた。
2015/08/24 19:07   【共同通信】
米軍基地内の爆発 早期の調査結果公表を
NHK　8月25日 5時14分
２４日、神奈川県相模原市にあるアメリカ軍の補給基地内で発生した爆発について、地元の相模原市は、住民の不安を取り除くためにも、原因の調査を進めるアメリカ軍に対し早期に調査結果を公表するよう働きかけることにしています。
２４日、相模原市にあるアメリカ陸軍の補給基地「相模総合補給廠」の敷地内にある倉庫が爆発して火災が発生し、平屋建ての倉庫およそ９００平方メートルが全焼しました。
　警察や消防によりますと、この爆発によるけが人はなく、アメリカ陸軍の報道官は「建物の中には圧縮した窒素、酸素、フロンなどのボンベが入っていた」と説明しています。
　地元の相模原市は、施設を管理している在日アメリカ陸軍基地管理本部の幹部を市役所に呼んで原因の究明などを求めましたが、アメリカ陸軍側は「原因の判明には時間がかかる」としています。
　今後は、日米地位協定に基づきアメリカ軍が原因の調査などを行うことになりますが、基地の近くの住民などからは「原因を究明して、地元にも明らかにしてほしい」などという声が上がっています。
　地元の相模原市は、こうした住民の不安を取り除くためにも、調査を行うアメリカ軍に対し早期に調査結果を公表するよう、防衛省などを通じて働きかけていくことにしています。 

米国務省「完全かつ公正に調査」
神奈川県相模原市にあるアメリカ軍の補給基地内で起きた爆発の原因調査について、アメリカ国務省のカービー報道官は、２４日の会見で、「完全かつ公正に調査がなされ、その結果とどのような改善策が必要か、明らかにされるだろう」と述べ新たな事実が判明すれば、調査にあたる在日アメリカ陸軍が公表するという考えを示しました。
　また、アメリカ国防総省のデービス報道部長は爆発の原因について、「テロや破壊活動の兆候は見られない」としたうえで、爆発した倉庫は弾薬や有害物質、放射性物質などを保管する場所ではなかったと改めて強調し、さらなる危険性はないという見解を示しました。
防衛相「地元に不安与え遺憾」　在日米陸軍施設の爆発で 

日経新聞　2015/8/24 12:44

　中谷元・防衛相は24日昼、相模原市にある在日米陸軍の相模原総合補給廠で起きた爆発事故について「地元の方々に大変大きな不安を与えるもので遺憾だ」と述べた。在日米陸軍司令官に対し同日午前、防衛省の南関東防衛局長名の文書で情報提供や原因究明、再発防止を申し入れたことも明らかにした。国会内で記者団に語った。
　防衛相は同補給廠について「在日米陸軍の生活物資の保管や車両の修理、医療物資、通信機器を含む器材の整備といった兵たん業務」を担う施設だと説明。爆発した倉庫が保管していた物質に関しては「不明」と述べるにとどめた。米軍には「安全管理を徹底するようさらに働きかけをしたい」と強調した。
産経新聞　2015.8.25 05:00更新 

【安保インタビュー】浜谷英博三重中京大名誉教授　「政府案は間違
　政府の安全保障関連法案を憲法学者が「違憲」と断じています。学者とは自由な立場で色々な見解を提供し、世論を喚起するための存在です。政策の結果に責任を負っているのは政治家。責任を負わない学者の意見は政策を拘束するものではありません。学者は政策に責任を負っていないし、負わされるべきでもない。そうでないと学問の自由は有名無実になってしまいます。
　憲法学者が中国に対してモノを言わないのは専門分野外だからです。憲法学の主流は解釈学であり、憲法の条文こそが全てです。しかし憲法があって国家があるわけではなく、国家と国民があってこその憲法です。憲法に自衛隊の存在は明記されておらず、「自衛隊は違憲だ」と考えている憲法学者は今でも多いです。
　自衛隊の存在を否定していないはずの民主党や朝日新聞などが憲法学者の意見をありがたがっている理由ですか？　心の中では自衛隊が合憲の存在としてしっくり収まっていないからではないでしょうか。自衛隊が大きな役割を担うことにわだかまりがあり、いまだに抜け出せないのかもしれません。
　「なぜ今、安保法案が必要なのか」という声も聞こえてきます。自分の周り半径２メートルしか世の中を見ていなければ平和でしょうが、中国が海洋進出を図る東シナ海や南シナ海、北朝鮮の核ミサイル開発などを考えたら、日本の安全保障は、いつどうなるか分からない状態です。しかも、相手は着々と準備を進めている。憲法は国に対して国民の生命などを尊重するよう定めており、政治が先を見据えながら、必要な施策を整えるのは当たり前の話なのです。
　一国だけで自国を守ろうとすればどうしても軍事大国にならざるを得ない。世界では、価値観を一緒にする国同士で守り合う「相互防衛システム」をいかに構築するかが合理的な安全保障論だといわれている。政府の安保法案は日本が新たな安全保障体制を構築するきっかけになります。現実的な方向へ一歩踏み出す意味で評価をしています。
　しかも、政府案は集団的自衛権の行使に関して自衛措置に限るという厳しい条件を課しています。間違いなく憲法解釈の枠内に収まっており、合憲です。ただ、その措置が、国際法上は集団的自衛権の行使に該当する行動が含まれるため、集団的自衛権の限定容認として説明し、同時に個別的自衛権の際限ない拡大につながるとの懸念も払拭しているのです。戦争を起こさないための手段を考えているのに、「政府は戦争を起こそうとしている」と批判する人がいます。「戦争をやるな」との主張は、国際秩序を無視し、力による現状変更を辞さない国の政府に向かって言うべきです。
　また、日本の安全保障をめぐる具体的対応について政府の詳細な説明には限度があります。詳細に説明をすれば、日本が「できること」と「できないこと」が全部分かってしまう。まさに相手側の思うつぼです。「安倍晋三政権が嫌いだから政策も嫌い」という形で安全保障論を語ってほしくないですよ。
広告
　有事に至らないグレーゾーン事態への自衛隊の関与は慎重であった方がいいと思います。中国軍が出てきていない段階で自衛隊が出ていく事態は相手にとって格好の国際喧伝（けんでん）材料。乗せられてはいけない。ただ、抑止の意味では集団的自衛権の限定的行使を含めて対応し得ることも示唆しておかなければいけません。その抑止のあり方を盛り込んだのが今回の政府案です。無用な衝突を避けるための抑止力向上の一点に、今回提出された法案の目的があるような気がします。
　自衛隊を海外に派遣する際の一つの歯止めとして「国会拒否権」を提案したいですね。国会が一度承認したものを国会が後からでも取り消せる権限です。取り消される可能性があれば、政府も政策判断に慎重にならざるを得なくなります。他方で、政府と国会が自衛隊の派遣終了まで共同で責任を負い続けることにもなります。災害対策基本法にも政府の災害緊急事態宣言を国会が取り消せる同じ趣旨の条文があります。
　また、自衛隊が海外に派遣されたときに一番懸念されるのが泥沼化です。「国会の議決があるから引きあげざるを得ない」と対外的にも言い訳がたつ。シビリアンコントロール（文民統制）を強化する案であり、政府案の根幹を変えるわけでもない。与野党ともに反対はできないはずですよね。
　与党も野党も安全保障環境が激変したことは認めているはずなのに、なぜ「それに対して現実的な対応をしよう」という話にならないのかが不思議です。「政府案は違憲か合憲か」の入り口論に終始していて中身の論議に入らない。制定当時の現行憲法では全く想定外の集団的自衛権であれば、憲法の理念を現実的な政策に落とし込むための議論に時間が割かれるべきで、その際のキーワードは「国家と国民の安全確保」に他なりません。
　安全保障政策で大事なのはリアリティーです。与党と野党のどちらの政策にリアリティーがあるのか国民に選択肢を与えてほしい。野党も案を出し、互いに批判される対象になりながら、より良い完成品を求めていくべきです。対案を国会に提出した維新の党の姿勢は正当だと思います。
　翻って民主党は対案を出すのでしょうか。出せば反転攻勢のきっかけになると思います。安保政策をめぐり野党第一党が与党と対等に渡り合うことで国民の信頼を勝ち得ることができるはず。「やはり民主党はただの反対勢力か」と思われるようなことをやってはいけません。（内藤慎二）
　はまや・ひでひろ　三重中京大名誉教授。専門は憲法、防衛法。国士舘大学教授、三重中京大学（旧松阪大学）教授など歴任。防衛法学会副理事長などを務める。著書に『米国戦争権限法の研究－日米安全保障体制への影響』（成文堂）『要説　国民保護法』（内外出版）など。６６歳。
